
�愛媛県規則第２号
愛媛県立医療技術短期大学学則の一部を改正する規則を次

のように定める。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県立医療技術短期大学学則の一部を改正する規則

愛媛県立医療技術短期大学学則（昭和６３年愛媛県規則第２３

号）の一部を次のように改正する。

目次中「卒業」の下に「及び学位」を、「第２７条」の下に

「・第２８条」を加え、「第２８条－第３２条」を「第２９条－第３３

条」に、「第３３条・第３４条」を「第３４条・第３５条」に、「第

３５条」を「第３６条」に、「第３６条－第３９条」を「第３７条－第

４０条」に、「第４０条－第４２条」を「第４１条－第４３条」に、「

第４３条・第４４条」を「第４４条・第４５条」に、「第４５条－第５２

条」を「第４６条－第５３条」に、「第５３条」を「第５４条」に、

「第５４条」を「第５５条」に、「第５５条」を「第５６条」に改め

る。

第５５条を第５６条とし、第１４章中第５４条を第５５条とし、第１３

章中第５３条を第５４条とし、第１２章中第５２条を第５３条とする。

第５１条第１項中「第４５条」を「第４６条」に改め、同条を第

５２条とする。

第５０条を第５１条とする。

第４９条第１号中「第４６条」を「第４７条」に改め、同条第２

号中「第４８条第１項」を「第４９条第１項」に改め、同条を第

５０条とする。

第４８条第２項中「第４６条」を「第４７条」に改め、同条を第

４９条とする。

第４７条を第４８条とし、第４６条を第４７条とし、第４５条を第４６

条とし、第１１章中第４４条を第４５条とし、第４３条を第４４条とし

、第１０章中第４２条を第４３条とし、第４１条を第４０条とし、第４０

条を第４１条とし、第９章中第３９条を第４０条とする。

第３８条第２号中「第３５条第１号」を「第３６条第１号」に改

め、同条を第３９条とする。

第３７条を第３８条とし、第３６条を第３７条とし、第８章中第３５

条を第３６条とし、第７章中第３４条を第３５条とし、第３３条を第

３４条とし、第６章中第３２条を第３３条とし、第２８条から第３１条

までを１条ずつ繰り下げる。

「第５章 卒業」を「第５章 卒業及び学位」に改める。

第２７条に見出しとして「（卒業）」を付し、第５章中同条

の次に次の１条を加える。

（学位）

第２８条 学長は、卒業した者に対し、次の各号に掲げる学科

の区分に応じ、当該各号に定める短期大学士の学位を授与

する。

� 第一看護学科 短期大学士（看護学）

� 第二看護学科 短期大学士（看護学）

� 臨床検査学科 短期大学士（保健衛生学）

２ 学位の授与に関し必要な事項は、学長が定める。

別表第３中「第５０条」を「第５１条」に改める。

別表第４中「第５１条」を「第５２条」に改める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�������
�愛媛県規則第３号
愛媛県港湾管理条例施行規則の一部を改正する規則を次の

ように定める。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県港湾管理条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県港湾管理条例施行規則（昭和２９年愛媛県規則第１５号

）の一部を次のように改正する。

発 行 愛 媛 県
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告 示

��������������

第７条第１項中「松山港（外港地区に限る。）」を「重要

港湾」に改める。

第９条第２項中「３０日」を「３月」に改め、同項ただし書

中「３月」を「１年」に改める。

第１５条の見出し中「港湾施設の維持管理費」を「交付金」

に改め、同条中「第１５条の２」を「第１５条」に、「港湾施設

の維持管理費」を「市町が処理する事務に係る経費」に改め

る。

附 則

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。ただし、第

７条第１項の改正規定は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第３２８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、上島町長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は上島町の地域であることを確認した旨の届出が

あった。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第３２９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、上島町長から次のとおり字の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第３３０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、上島町長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は上島町の地域であることを確認した旨の届出が

あった。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第３３１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、上島町長から次のとおり字の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第３３２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、上島町長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は上島町の地域であることを確認した旨の届出が

あった。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第３３３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、上島町長から次のとおり字の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３３４号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

新たに生じた土地の所在 面 積
（平方メートル）

上島町岩城５５８３及び５８６２の地先 ３８６．６７

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

岩城 上島町岩城５５８３及び５８６２の地先公有水面
埋立地 ３８６．６７

新 た に 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

上島町岩城５５８３、５７６４、５７６５、５８５９及び５８６２の地
先 １，６６７．９３

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

岩城 上島町岩城５５８３、５７６４、５７６５、５８５９及び
５８６２の地先公有水面埋立地 １，６６７．９３

新 た に 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

上島町弓削下弓削１１９、１２０、１２１の１、１２１の５及
び１２１の６の地先 １，５０６．１９

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

弓削下弓
削

上島町弓削下弓削１１９、１２０、１２１の１、
１２１の５及び１２１の６の地先公有水面埋立
地

１，５０６．１９

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療所の名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

視 覚 障 害 眼 科 愛 媛 労 災 病 院 越 智 理 恵 新居浜市南小松原町１３番２７号 平成
１８年３月１日

愛 媛 県 報平成１８年３月１０日 第１７４１号

１７０
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�愛媛県告示第３３６号
次の地籍調査の成果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０

号）第１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証

したから、同条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

八幡浜市 日土町２番
耕地、３番
耕地、８番
耕地の一部

平成１６年度から
平成１７年度まで

八幡浜市の
地籍図及び地籍簿

四国中央
市

川之江町の
一部

平成１６年度から
平成１７年度まで

四国中央市の
地籍図及び地籍簿

２ 認証年月日

平成１８年３月１０日

�������
�愛媛県告示第３３７号
平成１８年３月１日県営ほ場整備事業（担い手育成型）川根

地区の換地計画に基づく換地処分を行ったので、土地改良法

（昭和２４年法律第１９５号）第８９条の２第１０項において準用す

る同法第５４条第４項の規定により公告する。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第３３８号
平成１８年３月１日県営経営体育成基盤整備事業永長地区の

換地計画に基づく換地処分を行ったので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第８９条の２第１０項において準用する同法

第５４条第４項の規定により公告する。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第３３９号
平成１８年３月１日宇和島市営県単独土地改良事業中ノ川地

区の換地計画に基づく換地処分があったので、土地改良法（

昭和２４年法律第１９５号）第９６条の４において準用する同法第

５４条第４項の規定により公告する。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第３４０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、今治市から協議のあった市営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・めぐり池地区）の

施行に平成１８年２月２８日同意した。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第３４１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、今治市から協議のあった市営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・前池地区）の施行

に平成１８年２月２８日同意した。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第３４２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、今治市から協議のあった市営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・北坂地区）の施行

に平成１８年２月２８日同意した。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第３４３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、久万高原町から協議のあった町営土地改良事業

（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・長瀬地区）の

施行に平成１８年２月２８日同意した。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第３４４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

�愛媛県告示第３３５号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１７条の４第１項の規定により、次のとおり指定居宅支援事業者を指定した。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

聴覚・平衡・音声、言語又は
そしゃく機能障害 耳鼻咽喉科

国立大学法人愛媛
大学医学部附属病
院

兵 藤 純 東温市志津川 〃

事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者

サービスの種類
指 定 居 宅 支 援 事 業 所 指 定

年 月 日名 称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８０００１００２１５１１６ 株式会社ニチイ学館 東京都千代田区神田
駿河台二丁目９番地 寺 田 明 彦 身体障害者居

宅介護
アイリスケアセンタ
ーたきはま

新居浜市阿島字三喜
一番浜甲１０１５－３３１

平成１８年
３月２日

愛 媛 県 報平成１８年３月１０日 第１７４１号

１７１



規定により、久万高原町から協議のあった町営土地改良事業

（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・田渡野瀬地区

）の施行に平成１８年２月２８日同意した。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第３４５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の３第１項の

規定により、今治市から協議のあった土地改良事業（県単独

補助土地改良事業（かんがい排水）・門口地区）の計画の変

更に平成１８年２月２８日同意した。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行�������
�愛媛県告示第３４６号
家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）第５条第１項

の規定に基づき、ブルセラ病及び結核病、ヨーネ病、伝達性

海綿状脳症、馬伝染性貧血、家きんサルモネラ感染症等の検

査を次のとおり実施する。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 実施の目的

ブルセラ病及び結核病、ヨーネ病、伝達性海綿状脳症、

馬伝染性貧血、家きんサルモネラ感染症等の発生の状況及

び動向を把握し、その発生を予防するため

２ 実施の対象となる家畜又はその死体の種類及び範囲並び

実施する区域

� 牛のブルセラ病

実施の対象となる牛の範囲 実施する区域

１ 種付けの用に供し、又は供する

目的で飼育している雄牛及びこれ

と同一施設内で飼育しているその

他の牛

２ その他知事の指定する牛

県下一円

� 牛の結核病

実施の対象となる牛の範囲 実施する区域

１ 搾乳の用に供し、又は供する目

的で飼育している雌牛及びこれと

同一施設内で飼育しているその他

の牛

西条市、今治市（朝倉

上、朝倉北、朝倉下、

朝倉南、古谷、山口、

玉川町、波方町、大西

町、菊間町、吉海町、

宮窪町、伯方町、上浦

町、大三島町、関前大

下、関前岡村及び関前

小大下に限る。）、越

智郡、松山市（安居島

、浅海原、浅海本谷、

磯河内、猪木、院内、

牛谷、小川、尾儀原、

小山田、大浦、大河内

、大西谷、片山、鹿峰

、上難波、鴨之池、粟

井河原、正岡神田、儀

式、客、九川、久保、

小川谷、河野高山、光

洋台、立岩米之野、佐

古、才之原、猿川、猿

川原、下難波、庄、庄

府、常保免、苞木、善

応寺、高田、滝本、北

条辻、常竹、土手内、

河野中須賀、中通、中

西内、中西外、立岩中

村、夏目、西谷、萩原

、八反地、平林、府中

、麓、河野別府、北条

、本谷、宮内、安岡、

柳原、横谷、和田、中

島粟井、宇和間、中島

大浦、小浜、上怒和、

熊田、神浦、津和地、

長師、饒、野忽那、畑

里、二神、宮野、睦月

、元怒和及び吉木を除

く。）、宇和島市、北

宇和郡（松野町に限る

。）、南宇和郡

２ 種付けの用に供し、又は供する

目的で飼育している雄牛及びこれ

と同一施設内で飼育しているその

他の牛

３ その他知事の指定する牛

県下一円

� 牛のヨーネ病

実施の対象となる牛の範囲 実施する区域

１ 搾乳の用に供し、又は供する目

的で飼育している雌牛及びこれと

同一施設内で飼育しているその他

の牛

西予市（野村町大野ヶ

原に限る。）

２ 種付けの用に供し、又は供する

目的で飼育している雄牛及びこれ

と同一施設内で飼育しているその

他の牛

３ その他知事の指定する牛

県下一円

� 牛の伝達性海綿状脳症

実施の対象となる牛の死体の範囲 実施する区域

月齢又は推定月齢が満２４ヶ月齢以

上で死亡した牛の死体のうち、牛海

綿状脳症対策特別措置法第６条第１
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項に基づく届出の対象となるもの。

ただし、同法同条第２項ただし書き

に該当するものを除く。

県下一円

� 馬伝染性貧血

実施の対象となる馬の範囲 実施する区域

１ 種付けの用に供し、又は供する

目的で飼育している雄馬

２ 競馬法（昭和２３年法律第１５８号

）による競馬に出場する馬

３ その他知事の指定する馬

県下一円

� 家きんサルモネラ感染症（ひな白痢）

実施の対象となる鶏の範囲 実施する区域

人工ふ化の用に供し、又は供する

目的で飼育している鶏
県下一円

� 知事の指定するその他の疾病

実施の対象となる家畜又は
その死体の範囲 実施する区域

知事の指定する家畜 県下一円

３ 実施の期日

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの間におい

て、所轄の家畜保健衛生所長が指定する日

４ 検査の方法

� ブルセラ病、結核病、ヨーネ病、伝達性海綿状脳症、

馬伝染性貧血

家畜伝染病予防法施行規則（昭和２６年農林水産省令第

３５号）に定める方法で行う。

� 家きんサルモネラ感染症（ひな白痢）

急速凝集反応法

� 知事の指定するその他の疾病

知事の指定する方法

�������
�愛媛県告示第３４７号
家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号）第６条第１項

の規定に基づき、流行性脳炎の発生予防のための注射を次の

とおり実施する。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 実施の対象となる豚の範囲及び実施する区域

実施の対象となる豚の範囲 実施する区域

１ 繁殖の用に供し、又は供する目

的で飼育している雌豚

２ 種付けの用に供し、又は供する

目的で飼育している雄豚

県下一円

２ 実施の期日

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの間におい

て、所轄の家畜保健衛生所長が指定する日

３ 注射の方法

ワクチン接種法

�������
�愛媛県告示第３４８号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）第２条第１項の規

定により、次のように埋立てを免許した。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 埋立ての免許を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

愛南町

南宇和郡愛南町城辺甲２４２０番地

代表者 愛南町長 谷口長治

南宇和郡愛南町城辺甲４１７９番地２

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

� １工区

南宇和郡愛南町船越３９０番から同４７１番までの地

先公有水面

� ２工区

南宇和郡愛南町船越４７１番から同１２８７番２までの

地先公有水面

イ 区域

� １工区

次の１点から真北２９８度１７分２６秒６４．４２メートル

の地点を円心とする半径６４．４２メートルの円周で１

点と２点とを結ぶ南東側の円弧、２点と３点を結ん

だ線、３点から真北１７４度１４分３４秒９．８８メートルの

地点を円心とする半径９．８８メートルの円周で３点と

４点とを結ぶ北西側の円弧、４点から２２点までを順

次に結んだ線及び２２点と１点を結ぶ春分及び秋分の

満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ＋２．１０メートル）の陸と公有水

面との接する線により囲まれた区域

基点（南宇和郡愛南町船越４７０番２地先の船越第

２物揚護岸に設置された金属鋲）は、北緯３２度５６分

５１秒、東経１３２度３０分２４秒の地点

１点は、基点から真北８１度２９分１７秒１７７．１５メート

ルの地点

２点は、１点から真北２３３度２２分１６秒５４．６２メー

トルの地点

３点は、２点から真北２６４度１４分３６秒４２．４８メー

トルの地点

４点は、３点から真北２２２度０７分１３秒１３．２５メー

トルの地点

５点は、４点から真北１７９度５９分５７秒３２．２３メー

トルの地点

６点は、５点から真北２６９度５９分５７秒４５．１２メー

トルの地点

７点は、６点から真北３５９度５９分５７秒１２．００メー

トルの地点
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８点は、７点から真北２６９度５９分５７秒１０．００メー

トルの地点

９点は、８点から真北１７９度５９分５７秒１５．００メー

トルの地点

１０点は、９点から真北２６９度５９分５７秒１４．１０メー

トルの地点

１１点は、１０点から真北３５９度５９分５７秒１．００メート

ルの地点

１２点は、１１点から真北２６９度５９分５７秒３．１０メート

ルの地点

１３点は、１２点から真北１８０度００分０３秒１．００メート

ルの地点

１４点は、１３点から真北２６９度５９分５７秒３６．９０メー

トルの地点

１５点は、１４点から真北３５９度５９分５７秒１．００メート

ルの地点

１６点は、１５点から真北２６９度５９分５７秒３．１０メート

ルの地点

１７点は、１６点から真北１８０度００分０３秒１．００メート

ルの地点

１８点は、１７点から真北２６９度５９分５７秒４６．９０メー

トルの地点

１９点は、１８点から真北３５９度５９分５７秒１．００メート

ルの地点

２０点は、１９点から真北２６９度５９分５７秒３．１０メート

ルの地点

２１点は、２０点から真北１８０度００分０３秒１．００メート

ルの地点

２２点は、２１点から真北２６９度５９分５７秒３．９８メート

ルの地点

� ２工区

次の２３点から４５点までを順次直線で結んだ線並び

に４５点と２３点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ

．Ｌ＋２．１０メートル）の陸と公有水面との接する線

により囲まれた区域

基点（南宇和郡愛南町船越４７０番２地先の船越第

２物揚護岸に設置された金属鋲）は、北緯３２度５６分

５１秒、東経１３２度３０分２４秒の地点

２３点は、基点から真北２３９度２１分２８秒１０９．２５メー

トルの地点

２４点は、２３点から真北２６９度５９分５７秒１５．０２メー

トルの地点

２５点は、２４点から真北３５９度５９分５７秒１．００メート

ルの地点

２６点は、２５点から真北２６９度５９分５７秒３．１０メート

ルの地点

２７点は、２６点から真北１８０度００分０３秒１．００メート

ルの地点

２８点は、２７点から真北２６９度５９分５７秒３６．９０メー

トルの地点

２９点は、２８点から真北３５９度５９分５７秒１．００メート

ルの地点

３０点は、２９点から真北２６９度５９分５７秒３．１０メート

ルの地点

３１点は、３０点から真北１８０度００分０３秒１．００メート

ルの地点

３２点は、３１点から真北２６９度５９分５７秒１８．０１メー

トルの地点

３３点は、３２点から真北１８３度５３分５１秒１５．００メー

トルの地点

３４点は、３３点から真北２７３度５３分５１秒１．００メート

ルの地点

３５点は、３４点から真北１８３度５３分５１秒３．１０メート

ルの地点

３６点は、３５点から真北９３度５３分５１秒１．００メートル

の地点

３７点は、３６点から真北１８３度５３分５１秒２６．９０メー

トルの地点

３８点は、３７点から真北２７３度５３分５１秒１．００メート

ルの地点

３９点は、３８点から真北１８３度５３分５１秒３．１０メート

ルの地点

４０点は、３９点から真北９３度５３分５１秒１．００メートル

の地点

４１点は、４０点から真北１８３度５３分５１秒２６．９０メー

トルの地点

４２点は、４１点から真北２７３度５３分５１秒１．００メート

ルの地点

４３点は、４２点から真北１８３度５３分５１秒３．１０メート

ルの地点

４４点は、４３点から真北９３度５３分５１秒１．００メートル

の地点

４５点は、４４点から真北１８３度５３分５１秒１３．０７メー

トルの地点

ウ 面積

１工区１０，６７８．７５平方メートル

２工区１３，７５９．２０平方メートル

全体 ２４，４３７．９５平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

南宇和郡愛南町船越３８９番から同７５５番を経て、同

１２８７番２に至る間の地先公有水面及び陸域

イ 区域

次のＡ点からＵ点までを順次直線で結んだ線及びＵ

点とＡ点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（南宇和郡愛南町船越４７０番２地先の船越第２

物揚護岸に設置された金属鋲）は、北緯３２度５６分５１秒

、東経１３２度３０分２４秒の地点

Ａ点は、基点から真北８０度５７分０９秒２４１．２９メートル

の地点

Ｂ点は、Ａ点から真北２０４度３４分１３秒１３９．９７メート

ルの地点

Ｃ点は、Ｂ点から真北１７９度５９分５７秒６６．３３メート

ルの地点

Ｄ点は、Ｃ点から真北２６９度５９分５７秒２５６．７９メート

ルの地点
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Ｅ点は、Ｄ点から真北１８３度５３分５１秒５０．００メート

ルの地点

Ｆ点は、Ｅ点から真北２６９度５９分５７秒１００．９９メート

ルの地点

Ｇ点は、Ｆ点から真北３度３９分５３秒５８．２５メートル

の地点

Ｈ点は、Ｇ点から真北３０２度４６分３２秒２９．９７メート

ルの地点

Ｉ点は、Ｈ点から真北３１７度１１分２７秒６０．１０メート

ルの地点

Ｊ点は、Ｉ点から真北２２度４６分２６秒６５．３５メートル

の地点

Ｋ点は、Ｊ点から真北２９２度４４分２６秒３．８２メートル

の地点

Ｌ点は、Ｋ点から真北２２度３７分５６秒４１．９０メートル

の地点

Ｍ点は、Ｌ点から真北５８度２８分５１秒１６．０９メートル

の地点

Ｎ点は、Ｍ点から真北９６度０３分２１秒１２４．０７メートル

の地点

Ｏ点は、Ｎ点から真北１８５度１２分５８秒１３．２６メート

ルの地点

Ｐ点は、Ｏ点から真北８７度３７分５１秒７８．４０メートル

の地点

Ｑ点は、Ｐ点から真北９度３５分２２秒９．２３メートルの

地点

Ｒ点は、Ｑ点から真北２７２度２６分４９秒９６．７３メート

ルの地点

Ｓ点は、Ｒ点から真北５７度３９分４９秒１９．６２メートル

の地点

Ｔ点は、Ｓ点から真北７６度５７分０２秒２８．８９メートル

の地点

Ｕ点は、Ｔ点から真北１８９度２８分３８秒５．３３メートル

の地点

ウ 面積

７５，２１０．０３平方メートル

３ 埋立地の用途

漁港施設用地 約１７，３７０平方メートル

道路用地 約５，９５０平方メートル

公用・公共施設用地 約７８０平方メートル

水路用地 約３４０平方メートル

合 計 約２４，４４０平方メートル

４ 埋立免許年月日

平成１８年２月２４日

�������
�愛媛県告示第３４９号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という

。）第２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する

工事のしゅん功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、宇和島市役所に

おいて告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧する

ことができる。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

宇和島市

宇和島市曙町１番地

代表者 宇和島市長 石橋 寛久

宇和島市栄町港二丁目４番１４号

２ 埋立区域

� 位置

宇和島市平浦１２３２番３から同１３２６番１に至る地先公有

水面

� 区域

次の２点から３９点までを順次直線で結んだ線並びに３９

点と２点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ．＋

２．２５メートル）の陸と公有水面との接する線により囲ま

れた区域

１点（宇和島市平浦１２３２番３地先の堤に設置された金

属鋲）は、北緯３３度１１分３２秒、東経１３２度２９分４７秒の地

点

２点は、１点から真北３２８度００分００秒５．７０メートルの

地点

３点は、２点から真北２９６度００分００秒３２．７０メートル

の地点

４点は、３点から真北２０６度００分００秒１．００メートルの

地点

５点は、４点から真北２９６度００分００秒２．５０メートルの

地点

６点は、５点から真北２６度００分００秒１．００メートルの地

点

７点は、６点から真北２９６度００分００秒４０．５０メートル

の地点

８点は、７点から真北２９９度００分００秒５．３０メートルの

地点

９点は、８点から真北３０３度００分００秒３８．２０メートル

の地点

１０点は、９点から真北３０８度００分００秒５．９０メートルの

地点

１１点は、１０点から真北３１３度００分００秒３２．４０メートル

の地点

１２点は、１１点から真北２２３度００分００秒１．００メートルの

地点

１３点は、１２点から真北３１３度００分００秒２．５０メートルの

地点

１４点は、１３点から真北４３度００分００秒１．００メートルの地

点

１５点は、１４点から真北３０６度３０分００秒８．００メートルの

地点

１６点は、１５点から真北２９４度００分００秒８．００メートルの

地点

１７点は、１６点から真北２８２度００分００秒８．００メートルの

地点

１８点は、１７点から真北２７０度００分００秒８．００メートルの

地点

愛 媛 県 報平成１８年３月１０日 第１７４１号
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１９点は、１８点から真北２５８度００分００秒６．５０メートルの

地点

２０点は、１９点から真北１６７度００分００秒１．００メートルの

地点

２１点は、２０点から真北２５７度００分００秒２．５０メートルの

地点

２２点は、２１点から真北３４７度００分００秒１．００メートルの

地点

２３点は、２２点から真北２５７度００分００秒１２．７０メートル

の地点

２４点は、２３点から真北２６６度３０分００秒８．００メートルの

地点

２５点は、２４点から真北２８０度３０分００秒８．００メートルの

地点

２６点は、２５点から真北２９４度３０分００秒６．７０メートルの

地点

２７点は、２６点から真北３０１度３０分００秒１４．４０メートル

の地点

２８点は、２７点から真北２１１度３０分００秒５．５０メートルの

地点

２９点は、２８点から真北３０１度３０分００秒３９．３０メートル

の地点

３０点は、２９点から真北３１度３０分００秒１．００メートルの地

点

３１点は、３０点から真北３０１度３０分００秒２．２０メートルの

地点

３２点は、３１点から真北２１１度３０分００秒１．００メートルの

地点

３３点は、３２点から真北３０１度３０分００秒４２．３０メートル

の地点

３４点は、３３点から真北３１度３０分００秒１．００メートルの地

点

３５点は、３４点から真北３０１度３０分００秒２．２０メートルの

地点

３６点は、３５点から真北２１１度３０分００秒１．００メートルの

地点

３７点は、３６点から真北３０１度３０分００秒３７．００メートル

の地点

３８点は、３７点から真北３１度３０分００秒１６．２０メートルの

地点

３９点は、３８点から真北３０１度３０分００秒２０．００メートル

の地点

� 面積

８，２４７．４３平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

昭和６０年３月１２日 愛媛県指令５９河第８４号

４ しゅん功認可年月日

平成１８年３月１０日

�������
�愛媛県告示第３５０号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年

法律第５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜

地崩壊危険区域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局建設部及び

土木事務所並びに市役所及び町役場において縦覧に供する。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

稲浦

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱９号まで

を順次結んだ線、標柱９号と標柱１０号を町道稲浦１号線東側

官民境界線で結んだ線、標柱１０号から標柱１２号までを順次結

んだ線及び標柱１２号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

上島町 生名 ４８１９番 １号

４８２４番２ ２号

４８２３番１ ３号

４８２３番１ ４号

４８４０番 ５号

４８４０番 ６号

４８４５番 ７号

４８４４番 ８号

４８４４番 ９号

４７９３番地先 １０号

４８０５番地先 １１号

４８１７番 １２号

宮内

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１６号まで

を順次結んだ線並びに標柱１６号と標柱１号を町道永立寺団地

内１号線及び一級河川永立寺川の東側官民境界線で結んだ線

に囲まれた区域

市 町 地 番 標 柱

砥部町 宮内 １１０６番 １号

１６６８番 ２号

１１０７番 ３号

１１０８番 ４号

１６６９番 ５号

１６６９番 ６号

１６７０番 ７号

１６７２番 ８号

１１１１番 ９号

１１１５番 １０号

１６７８番 １１号

１７０５番１ １２号

１７０５番１ １３号

１８５６番 １４号

１１３０番１ １５号

１１３８番１ １６号

奥深井

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１３号まで

を順次結んだ線及び標柱１３号と標柱１号を結んだ線に囲まれ

た区域

愛 媛 県 報平成１８年３月１０日 第１７４１号
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市 町 字 地 番 標 柱

大洲市 阿蔵 フカ井 甲７０２番１ １号

乙１３５番１ ２号

乙１３５番１ ３号

高山 フカ井 乙４３４番２ ４号

乙４３４番２ ５号

甲８８６番１ ６号

乙４９１番１ ７号

乙４９２番１ ８号

乙４９３番３ ９号

甲８９２番 １０号

甲８９０番 １１号

甲８８８番２ １２号

甲８８７番 １３号

川東

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１２号まで

を順次結んだ線、標柱１２号と標柱１３号を市道新谷八多喜新町

線西側官民境界線で結んだ線、標柱１３号と標柱１４号を結んだ

線及び標柱１４号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

大洲市 新谷町 川西町 甲１７２番３ １号

甲１７２番２ ２号

台山 乙４０番３ ３号

乙４０番３ ４号

乙４２番１ ５号

新谷 牛飼 丙５３５番 ６号

丙５３３番１ ７号

塚穴 丙１０７３番 ８号

牛飼 丙５３２番１ ９号

丙５３２番２ １０号

大久保 甲１６４０番１ １１号

甲１６４７番 １２号

新谷町 川西町 甲１６４番 １３号

甲１７０番１ １４号

三崎Ｃ

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱２４号まで

を順次結んだ線及び標柱２４号と標柱１号を結んだ線に囲まれ

た区域

市 町 地 番 標 柱

伊方町 三崎 １４１１番 １号

１４２２番 ２号

１４１７番 ３号

１４１７番 ４号

１３９７番 ５号

１３９８番 ６号

１３９２番 ７号

１３９４番 ８号

１３４２番 ９号

２１６３番 １０号

２１７７番 １１号

２１７６番 １２号

２１７２番１ １３号

２１７２番１ １４号

１３３１番 １５号

１３３２番 １６号

１３４４番 １７号

１３５５番 １８号

１３６２番 １９号

１３７６番 ２０号

１３８８番 ２１号

１４０３番 ２２号

１４０６番 ２３号

１４０６番 ２４号

小川

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１８号まで

を順次結んだ線及び標柱１８号と標柱１号を結んだ線に囲まれ

た区域

市 町 地 番 標 柱

西予市 宇和町河内 ５７０番 １号

５７２番 ２号

２１５０番 ３号

２１５０番 ４号

５７４番１ ５号

５８３番 ６号

２１３９番 ７号

２１４０番２ ８号

２１３９番 ９号

２１３８番 １０号

５８９番１ １１号

５８９番１ １２号

５８９番１ １３号

５２６番１ １４号

５８８番１ １５号

５８５番 １６号

５７７番１ １７号

５７６番１ １８号

大浦３区Ａ

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１０号まで

を順次結んだ線、標柱１０号と標柱１１号を一般県道吉田宇和島

線西側官民境界線で結んだ線、標柱１１号と標柱１２号を結んだ

線、標柱１２号と標柱１３号を町道大浦４号線西側官民境界線で

結んだ線及び標柱１３号と標柱１号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

宇和島市 大浦 ハサコ 甲１６９２番２ １号

甲１６９２番２ ２号

甲１６４４番 ３号

木邸 甲１６２９番 ４号

愛 媛 県 報平成１８年３月１０日 第１７４１号
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甲１６２９番 ５号

甲１６２９番 ６号

甲１６３２番 ７号

木屋敷 丙１６７番１ ８号

甲１６２５番 ９号

甲１６１５番７ １０号

甲１６２４番１ １１号

ハサコ 甲１６４７番１ １２号

甲１６７７番１ １３号

石場

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱１５号まで

を順次結んだ線及び標柱１５号と標柱１号を結んだ線に囲まれ

た区域

市 町 地 番 標 柱

宇和島市 三間町戸雁 １１９２番 １号

１１９２番 ２号

１１６９番 ３号

１１７１番 ４号

１１７２番 ５号

三間町宮野下 ９１１番 ６号

９１１番 ７号

９０５番 ８号

８９８番 ９号

８８７番 １０号

三間町戸雁 １１７６番 １１号

１１７９番 １２号

１１８５番 １３号

１１８９番 １４号

１１９５番 １５号

桧谷（追加）

急傾斜地崩壊危険区域の指定（昭和４９年４月愛媛県告示第

４６０号）桧谷地区の項で指定した標柱５号と標柱４号を結ん

だ線、標柱４号と次に掲げる地番の土地に存する標柱８号と

標柱９号を結んだ線及び標柱９号と標柱５号を結んだ線に囲

まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

八幡浜市 檜谷 １０００番３ ８号

１０００番３ ９号

和霊北Ａ（追加）

急傾斜地崩壊危険区域の指定（平成１７年３月愛媛県告示第

４９０号）和霊北Ａ地区の項で指定した標柱３号、標柱２号、

標柱１号及び標柱１８号を順次結んだ線、標柱１８号と次に掲げ

る地番の土地に在する標柱１９号から標柱２８号までを順次結ん

だ線並びに標柱２８号と標柱３号を結んだ線に囲まれた区域

市 町 字 地 番 標 柱

宇和島市 和霊町 今若 １５８６番１ １９号

１５９２番 ２０号

池ノ奥 １５９７番 ２１号

１５４４番１ ２２号

１５４４番１ ２３号

佛ヶ谷 １７２４番１ ２４号

１７２２番 ２５号

１７１１番 ２６号

大タハ １７１７番３ ２７号

鶴島町 佛ヶ谷 １７３８番 ２８号

�������
�愛媛県告示第３５１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定

に基づき、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供

する。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

今治広域都市計画緑地

１蒼社川緑地

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 今治市旭町５丁目、蔵敷町２丁目、玉

川町八幡、玉川町別所、玉川町小鴨部

、玉川町法界寺、玉川町中村、玉川町

大野、玉川町高野、玉川町三反地及び

玉川町長谷の各一部

� 削除する部分 今治市片山４丁目、八町西１丁目、八

町西２丁目、小泉５丁目及び中寺の各

一部

�������
�愛媛県告示第３５２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定

に基づき、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供

する。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

今治広域都市計画緑地

４頓田川緑地

２ 都市計画を定める土地の区域

今治市東村３丁目、東村４丁目、東村南１丁目の各地

先に囲まれた区域、東村南１丁目、東村南２丁目、東村

４丁目、上徳、国分１丁目、国分２丁目、国分、桜井団

地１丁目、桜井団地２丁目、桜井団地３丁目、桜井団地

５丁目、高市、登畑、町谷、宮ヶ崎、朝倉北及び朝倉下

の各一部並びに上徳、国分２丁目、国分、桜井団地１丁

目、桜井団地２丁目、桜井団地３丁目、桜井団地５丁目

、高市、登畑、町谷及び宮ヶ崎の各地先に囲まれた区域

�������
�愛媛県告示第３５３号
宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）の規定による

愛 媛 県 報平成１８年３月１０日 第１７４１号

１７８



雑 報

正 誤

行政処分について、同法第６９条第１項及び同条第２項におい

て準用する同法第１６条の１５第５項の規定により、公開の聴聞

を次のとおり行う。

平成１８年３月１０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 日時 平成１８年３月１４日（火） 午前１０時

２ 場所 松山市一番町四丁目４番１号

愛媛県庁第１別館土木部会議室

３ 被聴聞者

� 商号、代表者氏名及び主たる事務所の所在地

有限会社信盛不動産

重成 正則

松山市越智町１６６番地５

� 免許証番号

愛媛県知事（８）第２５５９号

� 免許年月日

平成１６年２月２日

�公 告

環境影響評価方法書について

愛媛県環境影響評価条例（平成１１年愛媛県条例第１号）第

４１条第２項及び愛媛県環境影響評価条例施行規則（平成１１年

愛媛県規則第２７号）第５２条の規定により読み替えて適用され

る同条例第５条第１項の規定により、次の都市計画対象事業

に係る環境影響評価方法書を作成したので、同条例第４１条第

２項及び同規則第５２条の規定により読み替えて適用される同

条例第７条の規定により、次のとおり公告する。

なお、この環境影響評価方法書について、環境の保全の見

地からの意見を書面により提出することができる。

平成１８年３月１０日

松山市長 中 村 時 広

１ 都市計画決定権者の名称

松山市

２ 都市計画対象事業の名称、種類及び規模

� 名称 西クリーンセンター（熱回収施設）建替事業

� 種類 ごみ処理施設の設置の事業

� 規模 １日当たりの処理能力４５０トン

３ 都市計画対象事業が実施されるべき区域

松山市大可賀三丁目１５０番地１、同５３３番地

４ 都市計画対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると

認められる地域の範囲

松山市

５ 環境影響評価方法書の縦覧の場所、期間及び時間

� 縦覧場所 松山市役所、西クリーンセンター、愛媛県

庁

� 縦覧期間 平成１８年３月１０日から４月１０日まで

� 縦覧時間 ９時から１７時まで

６ 環境影響評価方法書についての意見書の提出期限及び提

出先並びに意見書に記載すべき事項

� 提出期限 平成１８年４月２４日まで

� 提出先

〒７９０―８５７１ 松山市二番町四丁目７番地２

松山市環境部環境指導課又は

〒７９１―８０５７ 松山市大可賀三丁目５２５番地６

西クリーンセンター

� 意見書に記載すべき事項

ア 意見書を提出しようとする者の氏名及び住所（法人

その他の団体にあってはその名称、代表者の氏名及び

主たる事務所の所在地）

イ 意見書の提出の対象である環境影響評価方法書に記

載された都市計画対象事業の名称

ウ 環境影響評価方法書についての環境の保全の見地か

らの意見（日本語により、意見の理由を含めて記載す

ること。）

�正 誤

平成１７年１１月２９日付け第１７１５号付録中

４ページ公告の部に次のように加える。

財政事情の公表………………（財政課） １１．３０号外４ １

５ページ県報発行番号表に次のように加える。

１１．３０ 第１７１５号外４
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